· 給与グループ

職員の給与等に関する報告及び勧告に関する事務
職種別民間給与実態調査及び職員給与実態調査の結果に基づき、民間給与と職員の給与を比較するとともに、令和３年４月から令和４年５月までの間における物価及び生計費、労働事情等の推移など給与決定の諸条件を調査し、給料表等が適当かどうかを検討した。

　この結果については、令和４年10月13日に、府議会及び知事に対して報告し、併せて、これに基づく給与改定の勧告及びその他の意見の報告を行った。

１．民間との給与較差

(1) 月例給

	民間給与（Ａ）
	職員給与（Ｂ）
	較　　差（Ａ－Ｂ）

	373,395円
	372,252円
	1,143円（0.31%）


 (2) 特別給（ボーナス）

	年間支給月数
	民間
	職員

	
	4.42月
	4.30月


２．給与改定の内容

⑴　令和４年公民較差に基づく較差の解消

 　 〈月例給〉
①　行政職給料表

初任給について、高校卒程度を4,000円、大学卒程度を3,000円引上げ

20歳台半ばに重点を置き、30歳台前半までの職員が在職する号給について改定

（平均改定率：0.33％[１級 1.53％、２級 0.22％、３級 0.01％、４級以上改定なし]）

②　その他の給料表

行政職給料表との均衡を基本に改定

③　特定の職員の給料月額等に関する特例の取扱い

改定後の給料月額が当該特例を適用した場合の給料月額に達しない場合は、当該特例の給料月額を維持する所要の措置を講ずること。

〈特別給（ボーナス）〉

支給月数を引上げ 
・4.30月→4.40月
・民間の支給状況や人事院の改定内容等を踏まえ、引上げ分は勤勉手当に配分
（一般の職員の場合の支給月数）

	
	６月期
	12月期

	令和４年度
	期末手当
	1.200月（現行1.200月）
	1.200月（現行1.200月）

	以降
	勤勉手当
	1.000月（現行0.950月）
	1.000月（現行0.950月）


　　
⑵　再任用職員の給料月額の見直し
国家公務員等よりも低い水準にある再任用職員の給料月額について、高齢層職員の平均給料月額の７割水準にまで引上げ。

（見直し対象：行政職給料表・医療職給料表㈡の２級・３級、公安職給料表１級～４級）

〈改定時期〉
・ 令和４年４月１日：(1)①② 給与較差の解消、特別給

・ 条例の公布日：(1)③

・ 令和５年４月１日：(2)再任用職員の給料月額の見直し
３．給与制度、人事管理等に関する本委員会の「意見」

(1)　給与勧告の意義とあるべき給与

人事委員会の給与勧告は、職員給与を社会一般の情勢に適応させるべく行うものであり、適切に対応されることを求める

管理職手当について、延長され続ける減額措置の解消に向けた検討を求める

高齢期職員の給与について、定年引上げを見据えた国の動向を注視しつつ制度のあり方を検討

(2)　職員の意欲・能力の向上に向けた取組み

①　人材の確保

受験者数の増加には、公務への志望意欲を喚起することが重要であることから、引き続き公務の魅力や仕事のやりがいを多様な手段で発信

②　人材の育成

職員が意欲ややりがいを持って働き、仕事を通じて成長を実感できるよう、組織理念を明確化した上で、人材育成の基本方針を共有し、戦略的な人材マネジメントに取り組むことが必要

③　多様な人材の活躍

女性職員の昇任意欲の醸成と、すべての職員にとって働きやすい環境づくりや仕事と家庭の両立支援のさらなる推進が必要

定年引上げが高齢期職員と組織の双方によりよい効果をもたらすよう、高齢期職員の活躍支援に向けた取組みに期待

④　人事評価制度とその活用

下位評価区分の分布割合を固定化した制度の見直し、あるいは下位評価区分の分布割合の運用の柔軟化について、早急に検討が必要

(3)　働きやすい職場環境の構築

①　長時間労働の是正

管理職の安全配慮義務への意識やマネジメント能力向上のための取組みを更に進めるとともに、時間外勤務縮減に効果のある好事例の共有等、管理職の取組みを支援する仕組みや体制の強化が必要

教育職員の長時間労働是正のため、引き続き、勤務時間制度等の見直しや部活動指導員の更なる拡充等に向けて積極的に取り組むよう期待

②　柔軟な働き方の更なる推進

コアタイムを短縮する目的やフレックスタイム制を希望する職員が求める働き方等を整理し、フレックスタイム制をはじめとする勤務時間制度の更なる柔軟化について検討が必要

行政ＤＸの推進等による職員の負担軽減や組織風土改革により、休暇等を取得しやすい職場づくりに引き続き取り組むことが必要

③　健康管理

メンタルヘルス不調の予防に向けた的確な対策や、休業者の職場復帰におけるきめ細かい配慮など、総合的なメンタルヘルス対策への積極的な取組みが必要

④　ハラスメント防止

職場におけるコミュニケーションの円滑化、組織マネジメントの強化など、ハラスメントを生じさせない働きやすい職場環境づくりに向けた更なる取組みが必要
（根拠法令）

地方公務員法第８条第１項第２号

民間給与及び職員給与の実態調査に関する事務

１　職種別民間給与実態調査

　　民間従業員の給与と職員の給与を比較検討するための基礎資料の作成を目的として、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同で、職種別民間給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　令和４年４月

(2) 調査事業所

　常勤従業員数で見た企業規模が50人以上でかつ事業所規模が50人以上である府内事業所（公務との比較に適さない業種を除く。）4,435事業所（令和２年度4,484事業所、令和３年度4,427事業所）を産業、規模等により42層に層化し、調査に要する経費、労力等を考慮して定められた抽出率を用いて、無作為に抽出（「層化無作為抽出法」）した事業所 678か所（令和２年度687か所、令和３年度678か所）。なお、令和４年度は、令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の環境に鑑み、病院は調査対象から除外した。
(3) 調査方法

令和４年４月25日～６月17日の調査期間中に、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を考慮し、実地によらない方法での調査若しくは、調査員が調査事業所を訪問し、相手方の協力を得て、関係資料の閲覧や質問を行い、所定の事項を調査した。なお、調査の趣旨や目的が事業所側にも理解しやすくなるよう、説明資料を新たに追加し、また、実地によらない方法での調査においても、実地調査同様に関係資料確認及び調査員自身が調査票を記入する方式を維持し、調査の精確性を担保した。
(4) 調査事項

ア　従業員単位の調査事項

　調査事業所の常勤の従業員で、事務、技術、技能・労務、研究、医療、教育及び海事関係の54職種に該当する者の中から、無作為に抽出した者30,298人（令和２年度30,177人、令和３年度28,298人）について、次の事項を調査した（うち初任給関係職種は18職種で、令和２年度1,673人、令和３年度1,851人、令和４年度1,956人である。）。

(ｱ) きまって支給する給与総額、時間外手当額、通勤手当額（初任給関係職種は初任給月額）

　(ｲ) 年齢、学歴、性別（初任給関係職種は学歴）

イ　事業所単位の調査事項

　(ｱ) 賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（令和３年８月から令和４年７月までの状況）

　(ｲ) (ｱ)の該当月及び令和４年４月のきまって支給する給与の支給従業員数、支給総額及び時間外手当総額

　(ｳ) 初任給額及び新卒採用状況
　(ｴ) 本年の給与改定及び賞与の支給の状況等
　(ｵ) 家族手当の支給状況
(ｶ) 在宅勤務関連手当の支給状況等
(ｷ) 高齢者雇用施策の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

２　職員給与実態調査

  職員の給与について検討する資料を作成するため、府費負担教職員を含む全職員を対象に給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　令和４年４月
(2) 調査対象　　一般職職員及び府費負担教職員の全職員　67,150人

(3) 調査方法　　任命権者が管理する給与データにより調査
(4) 調査事項

　ア　給料表別、年齢階層別、性別、学歴別人員及び平均給与等

　　イ　扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当の支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

３　事業所名簿作成事務

  令和５年職種別民間給与実態調査の調査対象事業所を選定するため、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同して調査対象事業所名簿作成の事務を行った。

(1) 作成期間　令和４年10月18日～同年12月28日

(2) 作成方法　新規に調査対象となり得る事業所に対して、文書照会及び電話確認により調査

(3) 記載事項　企業及び各事業所の名称、所在地、主な事業内容、常勤の従業員数　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方公務員法第８条第１項第２号

給与等の制度及び運用に関する事務
１　給与等に関する条例の制定又は改廃についての意見聴取に対する回答事務

　　給与等に関する条例案についての議会の意見聴取に対して、次のとおり回答した。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	4.5.23
	職員の退職手当に関する条例一部改正の件
	国家公務員退職手当法の改正により、雇用保険法に基づく地域延長給付に相当する金額を退職手当として支給する特例措置の対象が令和７年３月31日以前の退職者までとされたことに伴い、失業者の退職手当に関する特例について同趣旨の改正を行う。

　　　　施行日：公布の日ほか
	適当と認める。

	
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	教育職員の勤務時間の管理をより柔軟に行うため、勤務日間において１時間単位で勤務時間を割り振ることができることとしたことに伴い、１時間単位で勤務時間の割振りを行った日についても教員特殊業務手当を支給することができることとする。

　　　　施行日：公布の日
	

	4.9.28
	職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例制定の件
	国家公務員について、定年が65歳まで引き上げられること等を踏まえ、条例において同趣旨の改正等を行う。

〔主な改正内容〕

・職員の定年を65歳まで、令和５年度から２年に１歳ずつ段階的に引き上げる。

・管理監督職勤務上限年齢を原則60歳とする。

・60歳に達した日以後、定年前に退職した職員について、短時間勤務の職に採用することができることとする。

・60歳に達した職員の給与水準を定める。

・定年退職者の再任用制度を段階的に廃止する。

　　　　施行日：令和５年４月１日

〔関係条例〕

・職員の定年等に関する条例ほか22条例
	適当と認める。

	
	職員の退職手当に関する条例一部改正の件
	国家公務員について、退職時に支給された退職手当と雇用保険法に基づく基本手当との差額分を退職手当として支給する場合において、退職の日後に事業を開始した職員が廃業したときの求職活動を支えるため、当該事業の実施期間を最大３年間支給期間に算入しないこととされたことを踏まえ、条例において同趣旨の改正を行う。

施行日：公布の日
	

	
	職員の育児休業等に関する条例一部改正の件
	１　地方公務員の育児休業等に関する法律の改正により、同一の子について育児休業を２回取得することができることとされたことに伴い、職員が育児休業等計画書により申し出た場合に再度の育児休業を取得することができることとしている規定を削除する等の改正を行う。

２　国家公務員について、非常勤職員が子の１歳に達する日以後の育児休業を取得する場合に夫婦交替での取得をより柔軟に行うことができることとされたこと等を踏まえ、条例において同趣旨の改正を行う。

　　施行日：令和４年10月１日
	

	4.12.2
	職員の給与に関する条例等一部改正の件
	令和４年10月の人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。

〔主な改正内容〕

・初任給及び若年層の給料月額の引上げ

・勤勉手当の引上げ

　〔改正前〕　0.95月

〔改正後〕　1.00月

　　　施行日：公布の日

・再任用職員の給料月額の引上げ

　　　施行日：令和５年４月１日

〔関係条例〕

・職員の給与に関する条例

・職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例

・一般職の任期付研究員の採用等に関する条例

・一般職の任期付職員の採用等に関する条例
	適当と認める。

	5.2.22
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、職員の管理職手当の時限的減額を行う特例期間の終期を令和５年３月31日から令和６年３月31日に延長する。

　　　　施行日：令和５年４月１日

	本件条例案は、職員の管理職手当の時限的減額を行う特例期間の終期を令和５年３月31日から令和６年３月31日に延長し、令和５年度も引き続き職員の管理職手当について減額措置を行うものである。

管理職手当の減額措置は、平成９年度から繰り返し延長されており、こうした人事委員会勧告に基づかない減額措置の解消について、職員の給与等に関する報告においても繰り返し意見を述べてきたところである。

本委員会としては、かかる特例減額について、解消に向けた検討を行われるよう望むものである。


        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（根拠法令）

        　　　　　　　　　                              地方公務員法第５条第２項
２　給与等関係条例の施行に関する事務

　　職員の給与に関する条例等の施行に関し、次のとおり、人事委員会規則の制定、人事委員会通

知の発出、任命権者からの協議及び承認申請の処理を行った。また、各任命権者からの制度運用

に関する照会・問合せ等に対応した。
　(1) 人事委員会規則の制定　

	規則番号
（年-
規則番号）
	規  則  名
	内        容
	公布日

施行日

適用日

	令4-9
	職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	子ども家庭センター一時保護所への保健師配置に係る調整額の規定整備
	4．4.15
4．4.15
4．4.1

	令4-11
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	職員の特殊勤務手当に関する条例改正に伴う規定改正
	4．6.14
4．6.14
4．6.14

	令4-12
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
	国家公務員を対象に育児休業に関する期末手当及び勤勉手当の在職期間算定要件が緩和されたことに伴う所要改正
	4．9.30
4．10.1
4．10.1

	令4-13
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
	①国家公務員の配偶者育児参加に係る休暇の取得可能期間延長に伴う所要改正
②妊婦通勤緩和休暇の取得要件緩和
	4．9.30
4．10.1
4．10.1

	令4-14
	職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則
	職員の育児休業等に関する条例改正に伴う条項ずれ及び所要の改正
	4．9.30
4．10.1
4．10.1

	令4-15
	職員の定年の引上げ等に伴う関係規則の整備に関する規則
	職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例の制定に伴う所要規定整理、整備
	4．10.31
5．4.1
5．4.1

	令4-16
	職員の給与に関する条例附則第二十四項等に規定する定年の引上げに伴う給与の特例措置に関する規則
	管理監督職勤務上限年齢調整額の支給対象外となる職員等について規定の新設
	4．10.31
5．4.1
5．4.1

	令4-17
	職員の退職手当に関する規則の一部を改正する規則
	職員の退職手当に関する条例改正に伴う規定改正
	4．10.31
4．10.31
4．7.1

	令4-18
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	給料表改定に伴う昇格時号給対応表及び降格時号給対応表の改正
	4．12.23
4．12.23
4．4.1

	令4-19
	職員の義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則
	給与条例改正にあわせ、これまで附則別表に記載されていた小中学校給料表の令和元年増設号給に対応する手当額を本則別表に記載
	4．12.23
4．12.23
4．4.1

	令4-20
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
	勤勉手当における勤務成績に応じた支給割合の改定
	4．12.23
4．12.23
4．4.1

	令4-21
	外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する規則の一部を改正する規則
	外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員における給料の７割措置に関する規定の整備
	4．12.23
5．4.1
5．4.1

	令4-22
	職員の定年の引上げ等に伴う関係規則の整備に関する規則及び職員の給与に関する条例附則第24項等に規定する定年の引上げに伴う給与の特例措置に関する規則の一部を改正する規則
	①定年前任用短時間勤務職員の給料月額改定に伴う当該職員向けの給料の調整額の改定
②給与条例改正に伴う条項ずれの改定
	4．12.23
4．12.23
4．12.23


	令4-23
	職員の定年の引上げ等に伴う関係規則の整備に関する規則の一部を改正する規則
	条項の数字の記載誤りを修正
	5．2.10
5．2.10
5．2.10

	令5-3
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する規則
	捜査等業務手当改正に伴う規定整備
	5．3.29
5．4.1
5．4.1

	令5-4
	職員の定年の引上げ等に伴う関係規則の整備に関する規則の一部を改正する規則
	職員の給与に関する条例が適用されない医師・歯科医師の規定削除に伴う改正
	5．3.29
5．3.29
5．3.29

	令5-5
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則及び職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則
	過去の条項ずれ対応漏れに伴う修正
	5．3.29
5．3.29
5．3.29

	令5-8
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	①課長補佐級職員の他団体派遣に伴う改正
②令和５年４月１日付けの組織及び職制改編等に伴う改正
	5．3.31
①5．3.31
②5．4.1
①4．1.1
②5．4.1

	令5-9
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	職の設置及び廃止に伴う改正
	5．3.31
5．4.1
5．4.1

	令5-10
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	5．3.31
5．4.1
5．4.1


(2) 人事委員会通知の発出　※あて先はすべて「各任命権者」
	区　　　　分
	件　　　名
	内      容
	発出日

適用日

	条

例

関

係
	職員の育児休業等に関する条例
	職員の育児休業等に関する条例の運用の一部改正について
	人事院規則の運用通知の改正に伴い、条文新設及び条項ずれ、規定改正
	4．9.30
4．10.1

	
	職員の退職手当に関する条例
	職員の退職手当に関する条例等にかかる通知の一部改正について
	添付書類及び様式変更による改正
	4．10.31
4．7.1

	
	職員の定年等に関する条例
	地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係通知の一部改正について
	定年条例及び定年規則の公布に伴う既存の運用通知の所要の改正
	4．12.23
5．4.1

	
	
	職員の定年の引上げ等に伴う関係規則の整備に関する規則及び「地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係通知の一部改正について」の施行に伴う経過措置について
	暫定再任用職員に対する経過措置に関する規定整備
	4．12.23
5．4.1

	
	
	給与条例附則第22項の規定による給料月額の運用について
	給与条例附則第22項に係る規定の運用に関する規定の制定
	4．12.23
5．4.1

	
	
	職員の給与に関する条例附則第22項等に規定する定年の引上げに伴う給与の特例措置に関する規則の運用について
	管理監督職勤務上限年齢調整額に係る規定の運用に関する規定の制定
	4．12.23
5．4.1

	規

則

関

係

	職員の地域手当に関する規則
	地域手当の支給地域及び支給割合の一部改正ついて
	派遣先追加に伴う規定整備
	4．9.28
4．10.1

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	期末勤勉規則の改正に伴う運用通知の規則改正
	4．9.30
4．10.1

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の運用の一部改正について
	勤務時間規則改正に伴う要件の規定
	4．9.30
4．10.1

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	規則改正に伴う規定改正
	4．12.23
4．4.1

	
	職員の給料の調整額に関する規則
	職員の給料の調整額に関する規則の調整基本額についての廃止について
	給料の調整額に関する規則との整合性を図るため当該通知の廃止
	4．12.23
4．12.23

	
	職員の給料に関する規則
	職員の給料に関する規則の運用の一部改正について（通知）
	不妊治療休暇の有給（特別休暇）移行に伴う規定改正
	4．3.31
5．4.1


 (3) 任命権者からの協議及び承認申請

	区　　　　分
	内     容（根拠規定）

	条
例
関
係
	職員の旅費に関する条例
	移転料の支給に関する協議
（条例第43条第２項）
	

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
	一般職非常勤職員の配偶者育児参加休暇に関する協議
（条例第19条）
	

	
	
	臨時的任用職員の妊婦通勤緩和休暇及び配偶者育児参加休暇に関する協議
（条例第18条）
	

	
	
	警察署職員の週休日の割振り変更に関する協議
（条例第３条第３項）
	

	
	
	校内教育支援員配置に伴う勤務時間等の協議
（条例第１９条）
	

	規
則
関
係
	職員の管理職手当に関する規則
	管理職手当に関する規則第２条第２項ただし書に基づく区分の指定
（規則第２条第２項）
	

	
	
	管理職手当に関する規則第４条の規定による職及び区分の廃止
(規則第４条)
	

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	勤勉手当の成績率の取扱いに係る協議

（規則第12条第１項及び第12条の２第１項）
（通知第15項）
	

	
	職員の給料に関する規則
	採用に伴う給料の承認
（規則第30条の２及び第31条）
	

	
	
	職務の級の決定に関する承認
（規則第31条）
	

	
	
	経験年数を有する者の初任給決定の特例
（規則第31条）
	

	
	
	給料表の適用に関する機関等の指定
（規則別表第１号）
	


（根拠法令）

職員の給与に関する条例
職員の特殊勤務手当に関する条例
大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例
職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
職員の退職手当に関する条例
職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
職員の旅費に関する条例
外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

職員団体に関する事務
１　職員団体登録事務

　  府職員で構成する職員団体について、次のとおり、登録を行った。

	区　　　　　　　分
	件　　　　　数

	新規登録
	１件

	変更登録
	19件

	
	規約変更
	１件

	
	役員変更
	18件

	
	所在地変更
	０件

	
	構成組織変更
	０件

	登録抹消
	１件


　　                                              　　
（根拠法令）

                                                　　  地方公務員法第53条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　  職員団体の登録に関する条例

２　管理職員等の指定事務

  組織改正等に伴い、次のとおり、管理職員等の範囲を定める規則の改正を行った（再掲）。

	規則番号
（年-
規則番号）
	規  則  名
	内          容
	公布日

施行日

適用日
	

	令5-11
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	5．3.31
5．4.1
5．4.1
	


                                              　　　　
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第52条第４項

（参考）登録職員団体一覧（令和５年３月31日現在）

	団          体          名
	登録番号
	登録年月日
	法人格（申出日）

	大阪府職員労働組合
	    １
	昭41.10. 1
	あり（平14. 4.22）

	大阪教職員組合
	    ６
	昭41.10.11
	なし

	大阪府立高等学校教職員組合
	    ７
	昭41.10.11
	あり（昭44. 3.13）

	泉南教職員組合
	　１１
	昭47. 5.16
	なし

	泉北教職員組合
	　１２
	昭47.11.11
	なし

	南河内地区教職員組合
	　１３
	昭48. 3. 6
	あり（昭56.10.29）

	大阪府立障害児学校教職員組合
	　１４
	昭48. 6.25
	なし

	大阪府公立学校管理職員協議会
	　１５
	昭49. 4. 2
	なし

	自治労大阪府職員労働組合
	　１８
	平 1.10. 1
	なし

	大阪府教職員組合
	　１９
	平 1.11.27
	あり（平13. 4.13）

	大阪教育合同労働組合
	　２０
	平 1.12. 7
	あり（平 1.12.22）

	日教組・南河内教職員組合
	２１
	平 1.12.27
	なし

	大阪府高等学校・支援学校教職員組合
	　２２
	平 2. 1.25
	あり（平14.11. 5）
	

	泉北地区教職員組合
	　２３
	平 2. 1.25
	なし
	

	豊能・能勢教職員組合
	　２４
	平 2. 2.19
	なし
	

	大阪府関連労働組合連合会
	　２７
	平 2. 4.11
	なし
	

	大阪公立高等学校教職員組合
	　２８
	平 2. 5.11
	あり（平14. 3.29）
	

	豊能郡教職員組合
	　２９
	平 2. 7.20
	なし
	

	大阪教育ユニオン
	　３４
	平13.12.18
	なし
	

	大阪府立茨木工科高等学校教職員協議会
	  ３６
	平15. 7.23
	なし
	

	なかまユニオン大阪府学校教職員支部
	３７
	平17. 5.25
	なし
	

	大阪府立高等学校教職員ネットワーク
	３９
	平19. 1.25
	なし
	

	泉南地区教職員組合
	４０
	平22. 6.16


	なし
	

	大阪学校職員ユニオン
	４２
	平29．7.25
	なし
	

	大阪市高等学校教職員組合
	４３
	令 4. 4.22


	なし
	


　
（参考）職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約認証の団体
（令和５年３月31日現在）

	団　　　　体　　　　名
	規約認証年月日

	自治労大阪府職員関係労働組合
	平15. 1.21

	大阪府関係職員労働組合
	平18. 4. 7


労働基準監督権限の行使に関する事務
１　労働基準法別表第１の各号別決定に関する協定の締結

大阪府の事業又は事業場についての労働基準監督機関の職権の行使について、人事委員会委員と大阪労働局長との間で労働基準法別表第１の各号別の決定に関する協定を締結し、それぞれの所管を明確にしているところであるが、組織改正に伴い令和４年４月22日付で協定の改正を行った。

（令和４年４月１日時点）

	
	      監督
　　　　 機関
　　　 労基法
　　　 別表第１
　　　　 号別
 任命権者
	人事委員会委員
	労働基準監督署長
	合

計

	
	
	12号

　教育
　研究
	別表第１
に該当しない事業場
	  計
	3号

 (土木)
	13号

  保健
  衛生
	計
	
	

	
	 eq \o\ad(知事,　　　　　　　　　)
	　　 8
	    43
	    51
	    20
	　  22
	    42
	    93
	

	
	 eq \o\ad(教育委員会,　　　　　　　　　)
	   205
	     2
	   207
	0
	     3
	     3
	   210
	

	
	 eq \o\ad(警察本部長,　　　　　　　　　)
	     3
	    90
	    93
	0
	0
	0
	    93
	

	
	 eq \o\ad(議会議長等,　　　　　　　　　)
	0
	     6
	     6
	0
	0
	0
	     6
	

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　　　　)
	   216
	141
	   357
	    20
	    25
	    45
	   402
	

	



（根拠法令）

                                                                  労働基準法別表第１

                                                                  地方公務員法第58条第５項

２　適用事業場に対する調査

人事委員会が所管する全事業場について、職員の勤務条件、事業場の安全、衛生管理の状況等に関する事項の実態調査（勤務条件実態調査）を行った。
さらに、事業場の実態をより詳細に把握するため、人事委員会が所管する事業場から30事業場を抽出して、適用事業場調査を行った。なお、調査結果については、当該事業場長及び任命権者に対して通知し、改善が必要とする事項については、改善措置報告を求めた。

　
　〈勤務条件実態調査〉
　(1) 調査期間　　令和４年６月23日～同年８月５日
　(2) 調査事業場　人事委員会が所管する全事業場（357事業場）
　(3) 調査方法　　電子調査
　(4) 主な調査項目　　・労働環境（休暇の取得状況、時間外勤務の状況、36協定の遵守状況等）
・安全衛生管理体制（衛生委員会の実施、産業医の定期巡視回数等）
・危険作業（危険機器や化学物質等の所有状況等）　他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〈適用事業場調査〉
　(1) 調査期間　　令和４年11月21日～同年12月19日、令和５年１月11日～同年１月23日
　(2) 調査事業場　30事業場
　(3) 調査方法　　実地調査
　(4) 主な調査項目　　・勤務条件実態調査の回答内容や休憩時間の取得状況等に関するヒアリング
　　　　　　　　　　　・危険機器や薬品の管理状況の確認
　(5) 調査結果　　指導あり18件（36協定限度超過の労働、産業医の定期巡視不足　他）
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準法第101条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全衛生法第91条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第58条第５項

３　労働基準法及び労働安全衛生法に基づく許可、届出、報告等の処理　

（1）労働基準法及び同法施行規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名

	 法  20条
規則 ７条
	  解雇予告除外認定

	 法  41条
規則 23条
	　宿直又は日直勤務許可

	 法  33条
規則 13条
	　非常災害等の理由による労働時間延長許可

	 法  36条
規則 16条
	時間外労働・休日労働に関する協定届


（2）労働安全衛生法に基づくもの

　 ア　労働安全衛生規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処   　 理 　   件 　   名

	 法  10条
規則 ２条
	　総括安全衛生管理者選任報告

	 法  11条
規則 ４条
	　安全管理者選任報告

	 法  12条
規則 ７条
	　衛生管理者選任報告

	 法  13条
規則 13条
	　産業医選任報告

	 法  66条
規則 52条
	　定期健康診断結果報告

	 法  66条の10

規則 52条の21
	　心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告

	 法  88条
規則 86条
	　機械等設置届

	 法 100条
規則 97条
	　労働者死傷病報告


   イ  ボイラー及び圧力容器安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名

	
	‐
	  処理なし


　 
ウ　クレーン等安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	法　38条
規則 23条
	  クレーン特例報告書
	


　 エ　ゴンドラ安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	‐
	  処理なし
	


　 オ　有機溶剤等中毒予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	法  66条
規則 30条の３
	　健康診断結果報告
	


 　カ　特定化学物質障害予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	 法  66条
規則 41条
	　健康診断結果報告
	


　 キ　高気圧作業安全衛生規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	 法  66条
規則 40条
	　健康診断結果報告
	


 　ク　電離放射線障害防止規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	 法  66条
規則 58条
	　健康診断結果報告
	


　 ケ　鉛中毒予防規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	 法  66条
規則 55条
	　健康診断結果報告
	


　 コ　性能検査代行機関等に関する規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	    法   100条
 規則    9条
	  性能検査結果報告書
	


（性能検査代行機関により実施された性能検査の状況）

ボイラー、圧力容器、クレーン及びゴンドラの性能検査は、検査代行機関により実施されているが、その状況は次のとおりである。

	
	 　　　　　代 行 機 関

　 　　　　　   　機

 　　　　　　　　  　械

   任 命 権 者 等
	（一社）日本ボイラ協会

損害保険ジャパン日本興亜（株）
	（一社）日本クレーン協会
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(ボイラー,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(第一種,　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(圧力容器,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(クレーン,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(ゴンドラ,　　　　　　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(知事等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	２
	５
	０
	６
	

	
	教　育　委　員　会
	１
	２
	０
	０
	

	
	警　察　本　部　長
	０
	１
	１
	４
	

	
	計
	３
	８
	１
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